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　平成20年 5 月 8 日、国土審議会北海道開発分科会は
「地球環境時代を先導する　新たな北海道総合開発計
画」（案）を国土交通大臣に答申した。北海道総合開
発計画は、北海道開発法第 2条第 1項に基づき国が樹
立する計画（閣議決定）であり、国土審議会北海道開
発分科会の調査審議、関係地方公共団体の意見の申し
出等を経て策定される。
　これまでの「第 6期北海道総合開発計画　明日の日
本をつくる北海道」（平成10年 4 月閣議決定）の目標
年度は平成19年度となっていたことから、国土審議会
北海道開発分科会（分科会長：丹保憲仁北海道大学名
誉教授）は、平成17年11月に基本政策部会（部会長：
南山英雄北海道経済連合会会長）を設置して第 6期計
画の点検と新たな計画の在り方の検討に着手した。基
本政策部会は、平成17年12月から部会を 8回開催し平
成18年 9 月には「中間とりまとめ」を作成し、パブリッ
クコメントを経た後、同年12月に「第 6期計画の点検
と新たな計画の在り方」と題する報告書をまとめた。
　国土交通省は、同報告書をふまえ、平成19年 3 月23
日に政策レビュー「北海道総合開発計画の総合点検―
これまでの施策の検証と今後の在り方―」を省議決定
するとともに、平成19年 4 月18日に開催された北海道
開発分科会で冬柴国土交通大臣から「新たな北海道総
合開発計画の策定」に関する諮問を行った。
　北海道開発分科会は、必要な調査審議を行うため計
画部会（部会長：南山英雄北海道経済連合会会長）を
設置し、基本政策部会報告を基としながら計画の策定
に着手した。計画部会は、 6回の部会を開催して「新
たな計画に関する部会報告」をとりまとめ、平成19年
12月11日に開催された北海道開発分科会に報告した。
分科会は、部会報告を「新たな計画（素案）」として
了承し平成20年 2 月 1 日までパブリックコメントを行
い、国民から寄せられた意見への対応等に関する検討
を加え仕上げて、平成20年 5 月 8 日に開催された第11
回北海道開発分科会の席上で冬柴国土交通大臣に新た
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な計画（案）の答申を行った。
　新たな計画では、計画の戦略的目標として以下の 3
つを掲げている。
① 　アジアに輝く北の拠点～開かれた競争力ある北海
道の実現
② 　森と水の豊かな北の大地～持続可能で美しい北海
道の実現
③ 　地域力ある北の広域分散型社会～多様で個性ある
地域から成る北海道の実現
　本稿は、これまでの分科会や部会での議論・資料等
を基に、新たな計画の戦略的目標等について紹介する
ものである。

1 　新たな時代の北海道開発
　北海道開発に関して、「もはや“開発”は時代遅れ
ではないか」、「北海道を特別扱いする必要はないので
はないか」、「国が関与すべきではなく、地方にまかせ
れば良いのではないか」など、その在り方を巡って批
判・意見がある。こうした批判・意見の背景をふまえ
つつ、北海道の我が国における役割の在り方と地域と
しての発展の在り方を考えていく必要があり、また、
21世紀に入りどのような時代環境にあり、時代の要請
が強まっているのか認識を新たにしていく必要がある。
　近年、経済社会のグローバル化、地球環境問題の深

刻化、本格的な人口減少社会の到来など、我が国と北
海道をめぐる情勢は急速に変化しており、時代の大転
換期を迎えている。こうした情勢に対応し、北海道の
優れた資源・特性を活かして我が国が直面する課題の
解決に貢献するとともに、活力ある地域経済社会の形
成を図ることが重要である。
　北海道では、明治以降の開発の歴史の中で、新しい
課題に進んで挑戦するフロンティア精神が培われてき
た。我が国経済社会が大きな転換期を迎え、国民の間
に将来への不安や閉塞感が増している今こそ、北海道
は、新たな時代の先駆者としてフロンティア精神を発
揮し、豊かな経済社会づくりのための先駆的・実験的
な取組に挑戦していく。ここに、北海道開発の新たな
意義がある。

2 　新たな計画の構成
　新たな計画の構成は、第 1章に計画策定の意義を述
べ、第 2章に計画の目標として 3つの戦略的目標を掲
げ、第 3章に計画推進の基本方針として計画の進め方
に関する 3つの方針、第 4章に計画の主要施策として
5つの柱で施策を体系的にとりまとめ、付記で政策評
価や計画の見直しに関する考え方を述べている。計画
全体のボリュームは、約27,000字であり、これまでの
計画に比べてシンプルな作り方になっている。

第1次5ヶ年計画 第2次5ヶ年計画
－ － － － － － あす

昭和27～31年度 昭和33～37年度 昭和38～45年度 昭和46～55年度
（昭和52年度打切） 昭和53～62年度 昭和63～平成9年度 平成10～おおむね19年度

役割

第5期北海道総合開発計画 第6期北海道総合開発計画第4期北海道総合開発計画第１期　北海道総合開発計画 第2期北海道総合開発計画 第3期北海道総合開発計画
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〈開発の目標（数値目標）〉
●人口は昭和31年度までに
　自然増で490万人、本計
　画による効果で600万人
●25年度から31年度にかけ
　て食糧が1.6倍（主食換
　算）石炭は1.6倍、水 力
　発電は約2倍等

〈資源からみた北海道地位〉
●食糧事情からみた土地資
　源、水産資源、森林資源
　及び地下資源等北海道に
　賦存する豊富な未開発資
　源の開発

〈計画の目標〉
●豊富な未開発資源、広大
　な地積を有し、人口収容
　の余地を残す北海道の開
　発は重要な意義
●とりわけ、石炭、木材資
　源、畜産物、てん菜等に
　おいて果たす役割は大き
　い

〈計画作成の意義〉
●原料資源・用地用水が豊
　富に存在し、産業立地条
　件が相対的に有利
●我が国の重要な工業開発
　拠点
●我が国農業の発展及びそ
　の体質改善に貢献
●国民経済の安定的高度成
　長に積極的に寄与

〈計画作成の意義〉
●希少な大規模産業展開の
　場
●革新的な巨大工業基地、
　国際水準の高度食料基地
　等の建設
●高生産・高福祉社会を先
　駆的に実現
●魅力ある国民的保養の場
　を形成
●北方圏諸国との交流拠点

〈長期的課題〉
●大きなゆとりを持つ地域
●比較的低利用な海岸線が
　臨海性の産業の立地に適
　し、また農業開発可能地
　が多く賦存することなど
　で、人口、産業の適正な
　配置を実現できる地域
●全国土にわたる人間と国
　土の安定的な関係の形成
　に寄与

〈基本的目標〉
●活発な研究開発の展開、
　新たな産業立地の推進、
　食料等の安定的効率的な
　供給、国民の健康の増進
　や文化、教育等の場の提
　供
●産業構造の調整、多極分
　散型国土の形成等国全体
　の課題の解決に貢献

〈今後の北海道開発〉
●他の地域に比べて優位な特
　性を生かして課題に貢献
●自然的・経済的・社会的な
　特異性を、多様な豊かさと
　して実感できる北の生活や
　文化を享受できる安全で、
　ゆとりある地域社会の形成
●北海道産業の活性化や金融
　の安定化のための発展基盤
　整備

〈開発計画の構想〉〉
（産業振興の基礎となるべ
 き施設の整備拡充に重点）
①電源の開発
②道路、港湾、河川等の整
　備拡充
③食糧の増産
④開発の基本調査

〈計画達成のための施策の基
本方針〉
（産業振興の基盤整備）
①道路、港湾等産業基盤の
　増強
②電源の開発
③国土保全施設の整備
④農業生産基盤の拡充強化
　（産業振興）
①農林水産業の生産性の向
　上
②鉱工業の積極的開発
③文化厚生労働施設の整備

〈施策の基本方針〉
①農林水産業の近代化
②鉱工業の積極的開発振興
③道内および道本州間の総
　合的交通通信体系の確立
④国土保全と利水の総合的
　推進
⑤社会生活環境施設等の整
　備拡充
⑥産業技術の開発、技術教
　育、訓練の強化並びに労
　働力移動の円滑化
⑦拠点開発の推進

〈施策の基本方針〉
①近代的産業の開発振興
②社会生活基盤の強化
③新交通、通信、エネルギー
　輸送体系の確立
④国土保全と水資源の開発
⑤自然の保護保存と観光開
　発の推進
⑥中核都市圏の整備と広域
　生活圏の形成

〈開発施策の基本方針〉
①基幹的産業の発展基盤の
　整備
②中枢管理拠点の形成
③都市及び農山漁村環境の
　整備
④基幹的交通通信体系の整
　備
⑤水資源開発施設等の整備
⑥国土保全等安全基盤の確
　保
⑦北方的社会文化環境の形成
〈地域総合環境圏の展開〉

〈施策の基本的考え方〉
①重層ネットワーク構造の
　形成
②都市田園複合コミュニティ
　の展開
〈主要施策の基本方向〉
①柔軟で活力のある産業群
　の形成
②高度な交通、情報・通信
　ネットワークの形成
③安全でゆとりのある地域
　社会の形成

〈主要施策〉
①地球規模に視点を置いた
　食料基地の実現と成長期
　待産業等の育成
②北の国際交流圏の形成
③北海道の美しさ雄大さを
　引き継ぐ環境の保全
④観光・保養など国民の多
　様な自己実現や交流の場
　の形成
⑤安全でゆとりある生活の
　場の実現

※昭和32年度は、第2次
　5ヶ年計画要綱によって
　実施した

〈計画の目標〉
●資源の大幅な生産増強
●北海道の主要な原料を活
　用する諸工業を積極的に
　開発振興
●産業の構造を高度化の方
　向に進め、労働力人口の
　吸収と道民所得の増大を
　図る

〈計画の目標〉
●産業構造高度化を主軸と
　する経済規模の飛躍的拡
　大
●国民経済の安定的高度成
　長に積極的に寄与
●北海道経済の自律的発展 
　の基礎を固める

〈計画の目標〉
●生産と生活が調和する豊
　かな地域社会の先駆的実
　現
●わが国経済社会の繁栄に
　積極的に寄与すること

〈計画の目標〉
●安定的な国土環境の創出
　と我が国における人口、
　産業の望ましい配置の実
　現
●北海道の国土条件を改善
●人間活動のための安定性
　のある総合環境を計画的
　に整備

〈基本的目標〉
●我が国の長期的な発展へ
　の貢献
●道内の産業活動の活性化
●国の内外との競争に耐え
　得る力強い北海道の形成

〈基本理念〉
●国の内外に開かれ自立す
　る北海道の実現
●恵まれた環境や資源を誇
　りを持って次世代に引き
　継ぐ北海道の実現
●多様な生活や文化を享受
　できる安全でゆとりある
　北海道の実現
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表1　これまでの北海道総合開発計画
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※　これまでの北海道総合開発計画のボリューム
第 1期計画（ 1次）約1,600字、第 1 期計画（ 2次）約10,000字、
第 2 期計画約18,000字、第 3 期計画約25,000字、第 4 期計画約
39,000字、第 5期計画約58,000字、第 6期計画約43,000字

　第 6期計画の構成と比較すると、新たな計画では前
計画の点検等について政策レビューとして既に終えて
おり、前計画の評価等に関する記述が少なくなってい
る。また、第 6期計画に記述していた地域整備の方針
（ 6 地域の整備方針等）の記載を削除している。新た
な計画の第 4章「計画の主要施策」は、この計画の各
論にあたる部分であり、266施策が約20,000字で記述
されており、第 6期計画とほぼ同じボリュームとなっ
ている。

3 　アジアに輝く北の拠点
3 - 1 　増加する貿易額の推移
　世界経済は、2008年3.4%程度の成長が見込まれてい
る（平成19年12月、「世界経済の潮流」内閣府）。ヨー
ロッパではユーロ圏で2.1%程度、アメリカでは2.4%程
度の成長が予測されている。アジアでは、ヨーロッパ
や新興国向け等の輸出が好調に推移しているほか、内
需も堅調を維持し、2007年の経済成長率は北東アジア
で9.0%程度（中国は11.3%程度）、ASEANでは5.8%程
度と見込まれ、中国を中心に景気拡大が続いている。
　このような世界経済の潮流を背景として、我が国及
び北海道の輸出入額は堅調に増加している（図 1）。
輸出入（貿易収支）は、日本全体の貿易収支は黒字で
あるが、北海道は輸入が多くて輸出が少ない。2007年
の統計では、輸入が 1 兆2,882億円（対前年1.03倍）、
輸出が3,635億円（対前年1.18倍）で、貿易収支は約9,248
億円（対前年0.98倍）の赤字となっている。品目別輸
入額が大きいのは原油等であり輸入額全体の52%を占
めている（図 2）。輸出の上位 3 品目は、鉄鋼、一般
機械、魚介類・同調製品であり、全国との比較では食
料品（魚介類・同調製品が中心）の占める割合が高い
（図 3）。輸出先については、アジアへの輸出が顕著で
あり、相手国は韓国と中国の輸出額が大きい（図 4）。

3 - 2 　増加する外国人来道者数の推移
　平成18年度の外国人来道者数は約59万人で、対前年
1.15倍の増加となった（図 5）。内訳は、全体の 9 割
に相当する53.4万人がアジアからの来道である（図
6）。その半数にあたる約27万人は台湾からの来道で
あるが、前年に比べると台湾は3.1%減少となった。台

湾の減少に対して、韓国が1.91倍の約14万人となって
いる。上位 3地域は、台湾、韓国、香港からの来道で
ある（図 7）。
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3 - 3 　北海道の産業構造
　北海道の経済規模は総生産19兆6,618億円、全国の
GDP508兆4,111億円の約3.9%のシェア（平成16年県民
経済計算、内閣府より）である。ＯＥＣＤ諸国と比較
すると、総生産額は世界で23位のアイルランドと同程
度、国民 1人当たりの国民所得は18位のイタリアと同
程度である（経済要覧2007、北海道）。ＯＥＣＤとの

比較では、順位は低下傾向にある。
　北海道の産業構造は、農林水産業のシェアが高く製
造業関係が弱い（表 2）。1995年と2003年を比較すると、
総生産の伸びは全国0.1%増に対して北海道は3.8%減で
ある。産業別に総生産の対全国比（2003年）をみると、
北海道では、農林水産業、建設業、運輸・通信業、政
府サービスなどが人口の対全国比（2000年人口対全国
比：北海道4.4%）よりもシェアが高い。産業別総生産
の成長率は、北海道では食料品、電気機械などで全国
を上回る伸びを示しているが、建設業、サービス業な
どは全国を下回る。産業別構成比でみると、北海道は
農林水産業、建設業、政府サービス、運輸・通信業が
全国に比べて大きく特化しているが製造業は全般的に
全国に比べると割合が低い。産業別の成長寄与度をみ
ると、北海道では、建設業等のマイナス寄与が大きく、
サービス業等のプラス寄与を打ち消している。

　平成19年12月に北海道銀行が発表した、北海道経済
の見通し『2008年度北海道経済の展望』では、平成19
年度の道内経済成長率は実質▲0.1%（名目▲0.2%）で
あり、平成20年度は実質+0.4％（名目+1.3%）でプラ
スに転じると公表されている。同行予測によると、国
内GDPの 平成19年 度成長率が実質+1.4%（ 名目
+0.9%）、平成20年度成長率が実質+2.3%（名目+2.7%）
となっており、全国に比べて北海道の景気動向は引き
続き厳しいものとなることが想定されている。
　我が国は、2002年を底とする息の長い景気回復が続

表２　北海道の産業構造

成長率（1995-2003） 全産業成長率の
産業別寄与度

産業別構成比
（2003）

全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道

農林水産業 -26.0% -18.9% -0.4% -0.7% 1.2% 3.3%

食料品 -0.5% 12.9% 0.0% 0.4% 2.7% 3.3%

化学 -1.9% 21.2% 0.0% 0.0% 1.8% 0.2%

鉄鋼・金属製品 -19.6% -13.1% -0.6% -0.2% 2.4% 1.1%

一般機械 -11.6% -36.4% -0.3% -0.2% 2.0% 0.3%

電気機械 -17.2% 17.1% -0.6% 0.1% 3.1% 0.8%

輸送用機械 11.0% 0.8% 0.3% 0.0% 2.6% 0.3%

その他の製造業 -16.2% -17.1% -1.0% -0.7% 5.3% 3.6%

建設業 -30.5% -34.5% -2.5% -4.4% 5.6% 8.7%

電気・ガス・水道業 0.4% -3.5% 0.0% -0.1% 2.7% 2.4%

卸売・小売業 -9.1% -7.8% -1.3% -1.1% 13.3% 13.9%

金融・保険業 18.8% 10.4% 1.1% 0.4% 6.8% 4.9%

不動産業 15.7% 13.0% 1.7% 1.2% 12.7% 11.2%

運輸・通信業 -6.0% -17.0% -0.6% -1.6% 6.4% 8.3%

サービス業 19.4% 10.8% 3.3% 2.0% 20.5% 21.2%

政府サービス 11.6% 8.4% 0.9% 1.1% 8.9% 14.5%

その他産業 5.7% -3.4% 0.1% -0.1% 2.0% 2.1%

全産業計 0.1% -3.8% 0.1% -3.8% 100.0% 100.0%

県民経済計算年報より

図５　外国人来道者数の推移（実人数）
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図６　平成18年度アジア地域からの外国人来道者数の内訳
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図７　アジア地域からの外国人来道者数の対前年度比較

276,800人276,800人 台湾 267,900人
（前年度比96.8％）
台湾 267,900人

（前年度比96.8％）

70,050人70,050人
韓国 133,850人

（前年度比191.1％）
韓国 133,850人

（前年度比191.1％）

86,500人86,500人

香港 86,050人
（前年度比99.5％）
香港 86,050人

（前年度比99.5％）

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

17年度 18年度

（人）

北海道「北海道観光入込客数調査報告書」



’08.6

行政情報

いている。国内の景気回復局面において、北東アジア
の成長等を背景とした輸出の寄与度が相対的に増加し
ており、景気変動の牽引役としての輸出の存在感が強
まっていることは疑いがない。平成19年11月に内閣府
が発表した「地域の経済2007」では､企業部門が好調
で製造業の比率の高い地域ほど有効求人倍率が高く工
場の国内回帰も緩やかに進み整備投資は各地域とも堅
調な動きが続いていると報告されている。一方、人々
が景気の長期回復を実感できていない、景気回復が地
域間でばらつきがある、回復力が弱い中小企業の景気
感、労働移動による人口の流出入といった指摘がある。

3 - 4 　北海道の域際収支
　北海道の域際収支について、平成16年度県民経済計
算（内閣府）を用いて財貨・サービスの移出額と移入
額の差（移出入超過額）を計算すると移入超過額は
1 兆9,554億円となっている。第 6 期北海道総合開発
計画では基本理念として「国の内外に開かれ自立する
北海道の実現」を掲げ、経済的に公共部門の投資によっ
て地域経済を保つ体質を克服していくこととし、域際
収支の赤字縮小に努めながら発展することを目指して

いた。グローバル化が進展している今日、地域経済の
自立は、ヒト・モノ・カネの移動にほとんど制約はな
く、一地域、一都道府県内で全てが循環する経済を想
定することは現実的でない。域際収支を改善させるた
めには、移出を増やすか移入を減らすかである。新た
な計画では、「アジアに輝く北の拠点～開かれた競争
力ある北海道の実現」を戦略的目標の一つとして掲げ、
北海道の特性や強みを活かして移出拡大等を念頭に置
いた、自立的・安定的に成長し得る活力ある地域経済
の確立を目指している。

3 - 5 　北海道内の地域間産業連関
　北海道開発局が行なった地域間産業連関分析（平成
15年北海道内地域間産業連関表、平成20年 1 月24日公
表）によると、各圏域の域際収支は道央▲ 1 兆4,094
億円、道南▲2,524億円、道北▲5,921億円、オホーツ
ク▲1,184億円、十勝▲1,920億円、釧路・根室▲770億
円である。これらの域際収支を、対道内収支・対道外
収支に分けて道外収支をみると、釧路・根室地域だけ
が黒字、オホーツク地域も赤字はわずかとなっている。
一方、対道内収支が黒字になっているのは唯一道央だ
けで、対道外の赤字 2 兆2,222億円の赤字を対道内の
黒字8,128億円で埋め合わせしている。 6 圏域の地域
別最終需要項目別誘発構造をみると、道央地域は自地
域消費や道内需要等に依存しており、逆にオホーツク
地域と釧路・根室地域は一次産業を基軸として道外需
要に対応した生産構造になっている。
　域際収支は移輸出と移輸入の差額として生じるもの
であり、単純には域際収支を小さくするため、①移輸
出を増やす、②移輸入を減らすという 2つの考えに帰
着する。圏域毎に総生産額に占める移輸出の割合を 
調べると、最も高い地域は釧路・根室地域（66％）、
2 番目はオホーツク地域（56％）、 3 番目は十勝地域
（50％）、 4 番目は道南地域（48％）、 5 番目に道央地
域（44％）、6番目が道北地域（43％）という順番になっ
ている。道央地域は、道内の他の地域と比較して相対
的に道外に移輸出していく力が不足している。また、
全国の地方中枢都市のうち、札幌市・仙台市・広島市・
福岡市の 4都市について人口 1人当たりの市内総生産
額を比較しても低い水準である（表 3）。

北海道開発局「平成15年延長北海道産業連関表」より作成
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表３　人口１人当たり市内総生産額   （単位：千円）

札幌市 仙台市 広島市 福岡市

3,968 4,417 4,578 5,386

「市民経済計算（Ｈ17）」「国勢調査（Ｈ17）」
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3 - 6 　開かれた競争力ある経済社会の実現に向けて
　開かれた競争力ある北海道の実現に向けて、東アジ
ア地域の急速な成長を地域経済発展の好機ととらえ、
北海道の資源・特性を活用することが重要である。我
が国の食料安全保障を将来にわたって支えていくた
め、北海道の食料供給力を強化し、食の供給基地とし
ての役割を一層高めていく必要がある。また、食にか
かわる産業の高付加価値化や個性豊かな観光地づくり
に取り組むとともに、競争力ある産業群の形成を図っ
ていくことが必要である。これにより、自立的・安定
的に成長し得る活力ある地域経済を確立することが重
要ある。
　新たな計画では、計画の主要施策として「グローバ
ルな競争力ある自立的安定経済の実現」を一番に掲げ、
① 　食料供給力の強化と食にかかわる産業の高付加価
値化・競争力強化
② 　国際競争力の高い魅力ある観光地づくりに向けた
観光の振興
③　東アジアと共に成長する産業群の形成

の 3 つを柱として体系的に取組の方針を掲げている。
とりわけ、東アジアと共に成長する産業群の形成に関
して、「北海道が地理的特性、固有の資源、培われた
技術、各種基盤等を最大限に活用し、東アジアと共に
成長していく産業群の育成を図ることが重要である。
このため、既存産業集積や技術的蓄積など地域の強み
を活かした産業の育成を図るとともに、物流機能の強
化や人材の育成などの条件整備を図ることが必要であ
る」と記述し
ている。
　北海道は、
北米と東アジ
アとを結ぶ線
上に位置し、
ロシア極東地
域にも隣接し
ている。また、
シベリアラン
ドブリッジを

サンフランシスコサンフランシスコ

ロサンゼルスロサンゼルス
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図９　北海道内の地域間産業連関

図10　北海道の地理的特性



’08.6

行政情報

通じて欧州と結ぶ国際複合一環輸送体系の構築が可能
となる。日本海側と太平洋側のそれぞれに港湾を有し、
その間に空港や工業団地などの基盤の集積が存在して
おり、これらの地理的優位性を活かし、北米及び東ア
ジア各地域との一層迅速で円滑かつ低廉な物流を推進
することが重要である。
　また、道央地域は北海道全体を牽引していく必要が
ある。道央地域には、苫小牧港、石狩湾新港、新千歳
空港など国際物流等の基盤を有しており、特に、札幌
市及びその周辺には北海道内で最も高度な都市機能が
集積している。高次都市機能として生活や文化芸術等
の機能に加えて、産業群の形成に不可欠となる高度な
技術を有する人材を育成する大学、試験研究機関など
産業形成には重要な機能である。また、グローバル化
への対応については産業形成のみならず、国際競争力
の高い観光地づくり等の取組も必要である。
　このような観点から、道央地域が北海道の経済社会
を牽引していくモデルとして石狩湾新港から札幌市、
千歳空港、苫小牧港、室蘭港までも含めた道央ベルト
地帯（道央集積圏）において、強みを活かした産業育
成等「アジアに輝く北海道」の実現に向けた取組が必
要である。

4 　森と水の豊かな大地
　現在、地球環境への人間の活動の影響が随所で顕在
化しつつあり、地球温暖化が問題となっている。人類
は、環境と共存しながら、経済発展、地域の活性化、人々
の安心で安全な暮らしなどの様々な可能性を見いだす
持続可能な社会の在り方を模索していく必要がある。
北海道は、ヨーロッパ諸国と同程度の人口密度であり、
ゆとりある空間を持っている。また、我が国の 4分の
1 近くを占める森林、同じく 8 割以上を占める湿地、
良質で豊富な水など、21世紀に最も重要な要素となる
自然環境も十分に保持している。さらに、新しいこと
に進んで挑戦する人々の文化を活かし、新たな時代～
持続的発展が可能な地球社会～を切り開く先駆者とし
て、北海道に大きな可能性を見ている国民の期待に応
え、困難な問題解決のための様々な先駆的・実験的取
組を実施していくことにより、世界に開かれた地域と
して飛躍していく好機が訪れている。

図13　道央集積圏のイメージ

図12　シベリアランドブリッジ

図11　国際物流のイメージ

図14　北海道の森林、湿地
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4 - 1 　サステイナブル・ディベロプメント
　20世紀は、あらゆることが激変した時代であり、世
界人口は16億人から60億人と 4 倍、GDPは17倍、 1
人当たり所得は 4倍強になった。このためエネルギー
消費は11倍、水の消費も10倍となっている。世界の人
口が100億人規模になると予想されている中、世界中
の人々がこれまでと同じ豊かさを求めるなら、化石燃
料のみならず、水や食料までも不足することが懸念さ
れる。
　人類誕生以降の歴史（人口推移）をみると、過去
300年間は特異な時代であった。今一度、これまでの
生活を振り返り、次世紀へとつながる社会を構築する
ことが求められている。成熟領域での成長となる先進
国と、高度成長で推移するＢＲＩＣｓ+発展途上国、
双方が豊かな社会を実現できるようにするためには、
先進国において、これまで以上に環境負荷の小さい社

会（エネルギー消費、産業活動、生活行動）を構築す
る技術・知恵・ライフスタイルを実現化し、これらを
発展途上国等へ還元することが求められる。
　先進国のひとつである日本、エネルギーの大部分を
国外の化石燃料に依存してきた日本が、より深刻化す
る地球環境問題に対して先導的役割を果たす役割は大
きい。政府は、平成19年 6 月、「自然共生社会」「低炭
素社会」「循環型社会」の形成を目指した「21世紀環
境立国戦略」を閣議決定した。また、平成20年 7 月に
開催される北海道洞爺湖サミットでは、地球環境が
テーマとなる予定である。総理は洞爺湖にて「環境を
語るのにふさわしい場所と確信。この地から日本の自
然の美しさ、美しい日本を発信したい」と述べている。
　また、これまでも、「食」や「観光」など、北海道
が強みとしている分野の背景は、豊かな自然環境に由
来している。一層のクオリティ向上を目指していくた
めにも、美しい北海道づくりへの取組は不可欠である。

4 - 2 　北海道環境イニシアティブの展開
　国土交通省北海道局では、地球環境問題をテーマと
する北海道洞爺湖サミットの開催を契機として、「雄
大な自然の恵みを体感する世界に開かれた“美しい北
海道づくり”」、「低炭素社会の形成に向けた“北の暮
らしのイノベーション”」を一層推進することとし、
これらの先駆的取組のモデルとして「北海道環境イニ
シアティブ」という政策パッケージを省の中期的な重
点施策として推進にあたることとした。
　北海道は、豊かな自然と美しい景観を有しており、
これを国民全体の資産として守り育て、次世代に継承
していく必要がある。一方、北海道は、同様の気象条
件を有する欧米諸国と同程度の二酸化炭素排出量と
なっているが、冬期暖房の効率性向上等さらなる改善
の余地がある。このため、持続可能な地域社会の「北
海道モデル」の実現に向け、「北海道環境イニシアティ
ブ」として様々な施策を展開していくこととした。

表４　ラムサール条約登録湿地
登録湿地名 市町村名 面積 登録年月日

釧 路 湿 原 釧路市、釧路町
標茶町、鶴居村 7,863 S55. 6.17

ク ッ チ ャ ロ 湖 浜頓別町 1,607 平元. 7. 6

ウ ト ナ イ 湖 苫小牧市 510 平 3.12.12

霧 多 布 湿 原 浜中町 2,504 平 5. 6.10

厚 岸 湖 ・
別 寒 辺 牛 湿 原 厚岸町 5,277 平 5. 6.10

宮 島 沼 美唄市 41 平14.11.18

雨 竜 沼 湿 原 雨竜町 624 平17.11. 8

サ ロ ベ ツ 湿 原 豊富町、幌延町 2,560 平17.11. 8

濤 沸 湖 網走市、小清水町 900 平17.11. 8

阿 寒 湖 釧路市 1,318 平17.11. 8

風蓮湖・春国岱 根室市、別海町 6,139 平17.11. 8

野付半島・野付湾 別海町、標津町 6,053 平17.11. 8

図15　１人当たりの水資源賦存量
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図16　北海道環境イニシアティブの展開
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　具体的には、北海道洞爺湖サミットの開催を契機と
して、
　⇒　 雄大な自然の恵みを体験する世界に開かれた

「美しい北海道づくり」
　⇒　 低炭素社会の実現に向けた「北の暮らしのイノ

ベーション」
を一層推進するため、多様な主体の連携・協働により、
我が国の環境政策の先駆的取組として、モデルとなる
施策を支援・展開するものである。
①　自然の恵み豊かな美しい大地の再生・創造
　　⇒　 河川・湿地等の自然再生事業や「花いっぱい

プロジェクト」など、美しい景観づくりや北
海道観光の魅力向上に資する取組を推進

②　CO2の吸収対策としての森づくり
　　⇒　 「石狩川流域300万本植樹運動」等の植樹活動

を一層推進
　　⇒　 観光で発生するCO2排出分に対応した植樹

活動等を行う「カーボンオフセット型ツアー」
を推進

③　環境負荷の少ない地域交通システム
　　⇒　 環境に配慮した自動車の利用・運転方法等に

関する普及啓発を推進
④　地球的視点で見る北の暮らしのイノベーション
　　⇒　 産業廃熱など未利用熱源を地域で有効利用す

るモデル事業等を実施
⑤　バイオマス等の未利用・循環資源の活用
　　⇒　 北海道に自生するヤナギを、新たな資源作物

として栽培・エタノール化するモデル事業の
実施

表５　北海道のバイオマス賦存量

（出所）「北海道バイオマス利活用マスタープラン」平成18年３月（北海道庁）
　　　　「バイオマス・ニッポン総合戦略」平成18年３月31日（閣議決定）

北海道
（A）

全国
（B） （A）/（B）

木質系
バイオマス 1,412 9,331 15.1%

非木質系
バイオマス 10,614 155,438 6.8%

家畜ふん尿 19,039 89,791 21.2%

合計 31,065 254,560 12.2%
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図17　世界の１人当たり水賦存量

（出所）「平成19年版日本の水資源」（国土交通省水資源部）

図18　森林の二酸化炭素吸収量（平成15年度）
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（出所）「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」2007年５月
（温室効果ガスインベントリオフィス）

「平成17年度温室効果ガス排出量実態調査報告書」（北海道）
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図19　主要国の年平均気温と１人当たり運輸部門CO2 排出量

※北海道は2003年度、主要国は2004年度の値。数値は、北海道局試算。
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図20　主要国の年平均気温と１人当たり家庭部門CO2 排出量
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4 - 3 　持続可能で美しい北海道の実現に向けて
　新たな北海道総合開発計画の策定に向けた検討にお
いては、今後の北海道開発の取組の方向性の 1つとし
て「地球環境時代をリードし自然と共生する持続可能
な地域社会の形成」を掲げている。
　北海道の豊かな自然は、国家として大切な資産であ
る。このため、次世代の国民に対して継承していくこ
とはもとより、北海道が持続可能な社会へ変革してい
くためには、地域に根ざした環境モデル地域として先
導的な役割を果たし、持続可能な地域社会を目指して
いく。また、北海道の自然環境は、品質の優れた食料
供給や水準の高い観光の基盤となるものである。この

ため、これらの価値・ブランドを向上させることとし、
「美しい北海道」に磨きをかけていくことを目標に一
層取り組んでいく必要がある。

5 　地域力ある広域分散型社会
5 - 1 　人口減少・少子高齢化
　平成19年 8 月に発行された「日本の都道府県別将来
推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）によると、
平成47年（2035年）の北海道の人口は441.3万人となり、
30年間で121.5万人減少（約21.6%減）する。日本の人
口は、30年間で13.4%の減少であり、全国に占める北
海道の人口シェアは4.4%から4.0%に低下することとな
る。また、30年後の年齢別（ 3 区分）人口の割合は、
都道府県別順位で、生産年齢人口比率（15歳～64歳）
が15位から34位、年少人口比率（ 0歳～14歳）の順位
が 3位から 2位へ、高齢人口比率（65歳以上）が26位
から 2位へと変化する。現在の北海道は、生産年齢人
口と言われる15歳～64歳の割合が比較的高い地域であ
るが、30年後には少子化・高齢化共に日本のトップレ
ベルに達することになる。この推計は、都道府県間の
人口移動はないものと仮定していることから、実際に
は違った結果になると考えられるが、30年後の未来に
向けて、少子高齢化対策は取り組むべき大きな課題で
ある。
　市町村別の人口についてみると、函館市と釧路市は
1980年に、旭川市は1985年に、帯広市と北見市は2005
年に人口減少に転じた。人口 3万人（現在）未満の市
町村を平均化すると1960年頃には人口減少が始まり、
近隣市町村からの流入等により急速に圏域中心都市が
成長したが、道央地域を除く 5つの圏域では、1980年
頃から圏域全体が人口減少に転じ、圏域中心都市の人
口増加も止まっている。人口 1万人（現在）未満の市
町村は、現在、ピーク時人口の約 3割程度にまで人口
減少している。ピーク時人口との比較では、夕張市の
人口減少が最も著しく、ピーク時の約11%程度にまで
低下している（1960年 約10万 8 千 人→2005年 約
1万 3千人）。
　今後の市町村別将来人口について、人口問題研究所
の公表資料として、現時点で2000年国勢調査に基づく
推計結果が最新となっているが、札幌市も2015年（約
193万人）をピークに人口減少に転じることが予測さ
れており、今後、数年で生産年齢人口が50%を割る市
町村が出現、10年程度で北海道内の約 1割の市町村が
生産年齢人口50%未満の超少子高齢社会となる可能性
がある。
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図22　人口の推移・推計（北海道と全国、明治以降）

総務省「人口統計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（Ｈ18.12）中位推計」
「日本の都道府県別将来推計人口（Ｈ19.5）」「人口統計資料集2008」、北海道「Ｈ19. 北海道統計書」

図21　北海道の自然公園等
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　しかし、人口密度でみると、北海道（72千人/㎢）
は全国（343千人/㎢）の約 1 / 5 程度であるが、欧米
と比較すると極端に低いわけではなく、北海道よりも
低密度な先進国は沢山ある。

5 - 2 　広域的な生活圏
　北海道総合開発計画では、第 5期計画から北海道を
6つの地域（道南地域、道央地域、道北地域、オホー
ツク地域、十勝地域、釧路・根室地域のいわゆる 6圏
域）に区分して、地域政策の展開を図ってきた。 6圏
域は、人口10万人以上の都市を中心とした広域的な生
活圏として、支庁を統合するような形で北海道を切り
分けた地域区分としている。
　これからの国のかたちとして「 2層の広域圏」とい
う考え方が示されている。 1層目は、北海道・沖縄を
除いて全国を 8 つに区分した広域地方圏。 2 層目は、
都市を中心とした 1時間圏・人口30万人～50万人程度
の広域生活圏及び自然共生地域としている。
　この広域生活圏という考え方を北海道にあてはめ 
て検討するため、平成12年の国勢調査のメッシュ 
データにより、NITAS（National Integrated Transport 
Analysis System：国土交通省が開発した全国総合交
通分析システム）を用いて北海道の人口集積性に関す
る検討を行った（図23）。この結果、60分人口20万人

圏は道央をひと塊とみなすと 6つ存在している。九州
の都市と比較すると、 6圏域中心都市（札幌市、函館
市、旭川市、北見市、帯広市、釧路市）には、医療・
商業・文化・情報等の高次都市機能が県庁所在地並み
に集積している。さらに、広域地方圏中心都市として、
札幌市、仙台市、広島市、福岡市を比較すると、これ
らの中心都市は広域地方圏を牽引する役割を有して 
いる。
　なお、 2層の広域圏では、広域生活圏以外の地域を
「自然共生地域」として位置づけている。一方、 6 圏
域においては、第 5期計画では圏域の境界は明確にせ
ずグレーゾーンとして扱っていたが、第 6期計画では
行政境界で地域を明確に切り分けた地域区分として 
いた。
　将来の道内各地域の人口減少を加味して、メッシュ
単位でコーホート法による人口推計を行い、NITAS
を用いて将来の都市圏の集積性の変化を調べた。交通
ネットワーク条件を変えずに、2030年の推計人口をあ
てはめると、広域生活圏の集積性は低下し、60分20万
人は 2つ消滅する（オホーツク地域、釧路・根室地域）。
交通ネットワークの条件整備やコンパクトシティへの
取組を推進し、集積性の維持・にぎわいの創出等によ
る圏域全体への都市的サービス提供の維持を図る必要
がある。

図23　人口集積性の変化
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　また、北海道内の産業連関のところで、北海道内の
各地域の域際収支について述べたが、人口当たりの製
造品出荷額・農業生産額・漁業生産額・観光入込（宿
泊）客数など人口 1人当たりのパフォーマンスは、い
ずれも道東の 3圏域が優れており、国の課題への貢献
度が高いと言える（図24）。一方、人口等の集積があ
る道央地域は、消費・商業・生活等に関連した機能は
高いものの、今後、経済が一層グローバル化していく
中で、開かれた競争力ある北海道経済を牽引する役割
を担う地域として、一層のリーダーシップの発揮が期
待されるところである。

5 - 3  　多様で個性ある地域から成る北海道の実現を
めざして

　北海道全体の基本的な地域戦略を描く際には、世界
やアジアの中の北海道、あるいは日本全体の北海道、
さらに全国各地域と比較した北海道というような多面
的・重層的視点から北海道という地域の特性等を把握
することが重要である。その際、北海道を一つの同質
的な地域としてとらえ、その資源・特性等を他の地域
等と対比しながらまとめることにより、北海道全体の
基本的な特性等を把握したビジョンとなる。しかし、
具体的な施策の展開に際しては、北海道は広大な面積
を有しており、地理的特性、気候・自然、人口・産業、
歴史・文化等が異なる多様で個性的な地域から形成さ
れていることから、各々の地域が果たすべき役割に着
目し、多様な姿に即した戦略を立案することが必要で
ある。
　北海道全体としては、東アジアの成長を好機ととら
え地理的優位性等を活かしながら東アジアと共に成長
していくことが重要であり、このためには人口集積が

あり、ある程度基盤等が整っている道央地域が北海道
全体を力強く牽引する役割を担っていくことが必要で
ある。また、北海道の強みである、食の供給や観光、
豊かな自然などは、その多くを人口低密度な地域が支
えている。これらの地域資源を引き続き活かしていく
ためには人口低密度地域及びそれらの地域を広域的に
支えている地方都市の再生が課題となる。
　このため、新たな計画では、札幌を中心とした集積
のある北の拠点により北海道全体を牽引していく地域
政策、広域的な各地域を支えている地方都市圏を中心
とした地域政策、食の供給・観光や自然など豊かな地
域資源を有する人口低密度地域の地域政策に着目し
て、地域づくり・まちづくりに関する施策を推進する
必要がある。具体的な施策の地域展開に向けては、地
域力を高め、多様で個性ある姿の実現に向けて、道庁
が策定する総合計画の地域区分との連携や地域の自主
性等にも配慮することとし、北海道総合開発計画とし
て 6 圏域のような地域区分等についての記述は行わ
ず、地域の取組を支えていくための戦略的なビジョン
を掲げ基盤整備等を推進していくこととした。これか
らの10年、地域の活性化は北海道にとって最重要課題
と考えられる。地域が総力をあげて地域力を高めてい
く必要がある。

6 　まとめ
　本稿は、新たな計画に記されている 3つの戦略的目
標を中心として要点を紹介した。今日の北海道開発は、
グローバル化の進展、地球環境問題、かつて経験した
ことが無い規模の人口減少と急速な少子高齢化といっ
た我が国をとりまく変化に対応し、北海道の優れた資
源・特性を活かしながら、大転換期の我が国が直面す
る課題に貢献するとともに、活力と競争力ある地域経
済社会の形成を目指す必要がある。北海道洞爺湖サ
ミットが開催され、我が国が地球環境問題等に関して
国際社会でリーダーシップを発揮しようとする今、北
海道における持続可能な開発をいかにして進め、我が
国の課題の解決にいかに貢献するかについてのビジョ
ンとして、この計画を策定するものである。

国土交通省北海道局HP  新たな計画の策定に向けて

http://www.mlit.go.jp/hkb/newplan/index.html
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